
策定年月日 2020/12/25

施設名称 所管所属名称

大分類 公用施設 中分類 職員住宅 小分類 教職員宿舎

構造 鉄筋コンクリート 用途 職員宿舎 建築日 1971/6/30

経過年数 49 耐用年数 47 目標使用年数 61

運営方式 直営 管理者名称 大河原教育事務所 全延床面積（㎡） 814.51

所在地

必要性の有無 有

必要性の判断理由
県南区域に設置されている入居可能な教育庁の宿舎は，当該宿舎を含め２棟のみであり，
施設の必要性は高い。

５　施設ごとの今後の対策

管理に関する基本
的な考え方を踏まえ
た施設の管理方針

老朽化や交通インフラの整備に伴う通勤範囲の広域化，その他民間アパート等の充実によ
り，入居率が低下している。
しかしながら，県南区域で入居可能な宿舎の１つであり，入居率も過去３年平均で５０％程度
を維持していることから，事後保全による修繕を行い，法定耐用年数の３０％増の６１年を目
標使用年数に定め，維持管理に努める。なお，大規模改修の必要性が生じた際は，入居率・
地域的必要性等を勘案し，対応を検討する。

施設間・対策間の優
先順位の判断内容

令和２年に築４９年経過となり，他の宿舎同様に古い建物となっている。
改修状況は，平成３年度に外壁改修工事，平成２０年度にトイレ・浴室改修工事，平成２２年
度にガス管改修工事，平成２４年度に屋上防水工事，平成２６・２７年度に台所改修工事，令
和元年度にブロック塀等改修工事を実施している。
その他の施設の損傷については，小破修繕で随時対応してきた。
今後とも，事後保全による対応等を行っていく。

設置根拠規定等
県職員宿舎規則（平成１６年宮城県規則１２号）
教職員宿舎の管理・整備方針（令和５年４月１日教育庁
福利課）

２　計画期間

計画期間は令和３年から令和１２年までの１０年間とする

業務内容

４　当該施設の必要性

３　点検・診断によって得られた個別施設の状態

個別施設計画様式

１　対象施設・施設概要

施設情報

角田地区教職員共同宿舎 福利課

公共施設等総合管理方針施設分類

主要建物概要

角田市角田字牛舘３－７

７　財源内訳

県南区域（大河原地方振興事務所及び仙台地方振興事務所の所管区域内の市町村（東松
島市及び加美郡を除く））を勤務地とする職員が居住する宿舎

６　対策内容，時期及び概算費用


